

































































































 第６章では、タイのマイクロデータ（タイ王国統計局”Labour Force Survey”の 2004年
のデータ、サンプル数は 210,103人（62,645世帯））を用いた離散選択型モデルによる分析
がなされる。タイの所得税は、わが国の所得税と同様の仕組みをもち、加えてタイでは女
性の労働力率が高い。さらにタイでは共稼ぎ世帯が多いことから、世帯主と配偶者双方の
労働供給が変化する離散選択型モデルによって、所得税改革の分析と評価がなされる。分
析結果によれば、非課税措置の撤廃が労働供給を促進する効果をもつことが示された。 
 終章では、これまでの分析から得られた結果を踏まえて、所得課税の改革に対する政策
的インプリケーションが示されている。なお、第１章から第６章に関しては、そのすべて
が国内外の学会や研究会にて報告がなされ、そのほとんどが査読付きを含む研究雑誌に掲
載されており、それらの論文をもとにして本論文がまとめられている。 
 
 
